令和元年度（2019年度）実績書
Ⅰ　基本方針
　熊本県担い手育成総合支援協議会は、本県の担い手の中心である「認定農業者」「地域営農組織」等に対する担い手支援活動を積極的に展開し、担い手の育成・確保を図ることと共に、耕作放棄地の再生利用、農地の利用集積等を通じて、農地確保と有効利用を加速的に促進していくため、国・県等の各種事業を通じて推進を図った。

　とりわけ、平成30年度(2018年度)から、経営意欲のある認定農業者等が抱える多種多様な経営課題に対応していくため、関係機関等との連携した体制を構築し、総合的に対応するワンストップ窓口機能を備えた「くまもと農業経営相談所」を設置し、伴走型支援による経営改善に向けた支援を図った。
Ⅱ　担い手の育成・確保状況
１　認定農業者・農業法人等
	区　分
	県食料・農業・農村計画
（平成２８年１２月版）
目標年（H31）
	現状



	１　認定農業者数
 うち①農業法人
     ②共同申請
     ③女性（単独）
	11,000
－
－
－
	10,971
935
1,923
199
	H31年3月末現在
〃

〃

〃

	２　農業法人
	1,100
	1,151
	H31年3月末現在


	３　地域営農組織

うち集落法人
	460
90
	362
114
	H31年3月末現在


Ⅲ　具体的な取組み状況
※ 熊本県農業会議実施分
１　実施推進体制の整備
　(1)事務局体制の整備
　　① 熊本県農林水産部（農地・担い手支援課）、ＪＡ熊本中央会・連合会農政・営農支援センター、(一社)熊本県農業会議、(公財)熊本県農業公社の４機関による共同事務局体制。
　　  ［協議会の主たる事務局及び農業経営相談所の事務局・設置場所］

(一社)熊本県農業会議、農政・担い手対策課内。
    ② 専任職員等の設置（委託事業）
　　　  主たる事務局である農業会議内に「コーディネーター」、「専任職員」等の職員を配置し、担い手に対する相談窓口のワンストップ化体制を構築。また、認定農業者の共同申請を推進するため、共同申請推進員を設置し、女性の共同参画推進についても推進した。
　　　

　　③ 相談窓口等の周知
　　　ア　ホームページ掲載(熊本県、農業会議)

イ　新聞、広報誌掲載（全国農業新聞、日本農業新聞、農業くまもとAGRI）

ウ　ＳＮＳ(熊本県担い手育成総合支援協議会のＦＢ)

エ　くまもと農業経営相談所チラシ等の作成・配布　
　　
２　総会・幹事会等の開催
(1)総会
〈第21回総会〉　　

　期　日：令和元年（2019年）7月9日
  場　所：熊本県庁本館5階　審議会室
　出席者：21名
内　容：第１号議案　平成30年度（2018年度）事業実績及び収支決算の
承認に関する件
第２号議案　令和元年度（2019年度）事業計画の設定に関する件
第３号議案　令和元年度（2019年度）収支予算の設定に関する件
(2)幹事会

〈第1回〉

　期　日：令和元年(2019年)5月21日
　場　所：県庁熊本県庁本館8階　801会議室      
　出席者：17名(幹事及び事務局関係者)
内　容：(1)令和元年度(2019年度)通常総会提出議案について

　　　　　第１号議案　平成30年度（2018年度）事業実績及び収支決算の
承認に関する件
第２号議案　令和元年度（2019年度）事業計画の設定に関する件
第３号議案　令和元年度（2019年度）収支予算の設定に関する件

        (2)規約第35条に基づく細則の承認について
(3)その他
(3)内部監査

　　監査員：ＪＡ熊本中央会 経営組織部 天草地区担当課長　久米正剛

（ＪＡ監査士、責任者）
JA熊本経済連 企画管理部 部長　前田英志
県農業共済組合 第一事業部長 岩崎善博
期　日：平成31年(2019年)4月10日

場　所：ＪＡ熊本経済連 ６階小会議室
内　容：平成30年度(2018年)事業実績及び収支決算について

出席者：11名（内部監査員及び関係職員）
(4)監事会(会計監査)

① 監　事：熊本県経済農業協同組合連合会　会長　加耒 誠一

期　日：平成31年(2019年)4月23日
場　所：JA熊本経済連役員室
内　容：平成30年度(2018年度)事業実績及び収支決算について

出席者：9名（監事及び関係職員）

2 監　事：熊本県農業共済組合　組合長理事 池田　裕之
期　日：平成31年(2019年)4月17日
場　所：県農業共済組合役員室
内　容：平成30年度(2018年度)事業実績及び収支決算について

出席者：10名（監事及び関係職員）

(5)全国担当者会議・研修会等への参加
①第22回全国農業担い手サミットｉｎしずおか（主催：第22回サミット実行委員会）
　　 期 日：令和元年(2019年)12月5日～6日
静岡県静岡市「静岡県コンベンションアーツセンターグランシップ」他
　　　　
３　農業経営相談所の設置・運営
(1)専門家(スペシャリスト)の登録
担い手農業者のライフサイクルに応じた様々な経営課題(農業経営の法人化、労務管理、経営継承、規模拡大、資金調達等)を解決するため、次の専門資格を有する者、学識経験者及び実務経験者を専門家として委嘱・登録し、より専門性の高い経営アドバイス等を実施した。
○登録しているスペシャリスト
     税理士13名、公認会計士1名、弁護士1名、中小企業診断士11名、司法書士3名、行政書士1名、社会保険労務士8名、経営コンサルタント1名、弁理士1名、販売アドバイザー3名、地域営農法人5名、農業法人4名  計52名  
　　
(2)経営戦略会議の開催

　選定した重点指導農業者の経営内容等の相談カルテに基づき経営戦略会議を開催し、経営支援方針等を記載した経営戦略を策定・決定するとともに、経営戦略の実現に向けた個別経営支援を実践するための専門家を含めた支援チームを編成し経営支援を展開した。

1 開催実績：29回（原則として、毎月３回開催した。

2 構成メンバー：専門家コーディネーター（中小企業診断士１名）
　　　　　　　専門家３名（税理士２名、中小企業診断士１名）
　　　　　　　商工系組織（よろず支援拠点）
農業系団体（県業会議、ＪＡ中央会、農業公社
日本政策金融公庫、農業法人協会）
県・普及組織（農業技術課、農地・担い手支援課等）

3 主な議題：重点指導農業者の選定及び支援について

(3)重点指導農業者の決定及び支援
　各地域の農業普及・振興課(普及組織)や市町村等の協力を得て、支援対象の重点指導農業者を選定・支援するとともに、支援した重点指導農業者等からの相談内容、経営診断結果、経営戦略の内容、経営支援の活動状況等を記録・管理するための相談カルテを作成・管理した。
1 重点指導農業者（明細）
	相談区分
	重点指導農業者数

	
	全体
	うち個人
	うち法人
	うち集落営農

	全　　体
	142経営体
	79人
	36法人
	27組織

	
	経営改善・診断
	　18経営体
	6人
	12法人
	組織

	
	法人化
	66経営体
	40人
	0法人
	26組織

	
	税務・財務
	6経営体
	4人
	2法人
	0組織

	
	新規就農
	0経営体
	0人
	0法人
	0組織

	
	規模拡大・集積
	0経営体
	0人
	0法人
	0組織

	
	施設整備
	0経営体
	0人
	0法人
	0組織

	
	ＩＴ・情報化
	1経営体
	0人
	1法人
	0組織

	
	生産技術・技能
	2経営体
	2人
	0法人
	0組織

	
	雇用・労務
	31経営体
	12人
	19法人
	0組織

	
	経営継承・相続
	7経営体
	6人
	1法人
	0組織

	
	金融・融資
	4経営体
	4人
	0法人
	0組織

	
	法律問題
	0経営体
	0人
	0法人
	0組織

	
	販路拡大・販促
	6経営体
	5人
	1法人
	0組織

	
	農業参入
	0経営体
	0人
	0法人
	0組織

	
	集落営農
	1経営体
	0人
	0法人
	1組織

	
	その他
	0経営体
	0人
	0法人
	0組織


2 相談カルテ作成（明細）
	相談者区分
	カルテ作成件数

	
	
	うち個人
	うち法人
	うち集落営農

	
	合　計
	　　156件
	91件
	38件
	27件

	
	うち重点指導農業者
	　　142件
	79件
	36件
	27件

	
	うち相談窓口での対応
	14件
	12件
	2件
	件


(4)支援チームの編成と専門家派遣実績
　①支援チームによる専門家派遣(実数)

	区分
	支援チーム派遣件数

	
	全体
	うち個人
	うち法人
	うち集落営農

	全　体
	119件
	68件
	30件
	21件

	
	うち専門家派遣実績
	111件
	61件
	30件
	20件


2 重点指導農業者への支援チーム派遣件数(延べ件数)

	相談区分
	支援チーム派遣件数

	
	全体
	うち個人
	うち法人
	うち集落営農

	全　　体
	119経営体
	68人
	30法人
	21組織

	
	経営改善・診断
	　17経営体
	6人
	11法人
	0組織

	
	法人化
	55経営体
	35人
	0法人
	20組織

	
	税務・財務
	6経営体
	4人
	2法人
	0組織

	
	新規就農
	0経営体
	0人
	0法人
	0組織

	
	規模拡大・集積
	0経営体
	0人
	0法人
	0組織

	
	施設整備
	0経営体
	0人
	0法人
	0組織

	
	ＩＴ・情報化
	0経営体
	0人
	0法人
	0組織

	
	生産技術・技能
	1経営体
	1人
	0法人
	0組織

	
	雇用・労務
	26経営体
	12人
	14法人
	0組織

	
	経営継承・相続
	7経営体
	6人
	1法人
	0組織

	
	金融・融資
	1経営体
	1人
	0法人
	0組織

	
	法律問題
	0経営体
	0人
	0法人
	0組織

	
	販路拡大・販促
	5経営体
	3人
	2法人
	0組織

	
	農業参入
	0経営体
	0人
	0法人
	0組織

	
	集落営農
	1経営体
	0人
	0法人
	1組織

	
	その他
	0経営体
	0人
	0法人
	0組織


(5)研修会等の開催
1 農業法人化支援講座の開催(年2回開催)
ア　夏季講座
　 　 第１日目　令和元年(2019年)8月29日　ホテル熊本テルサ

テーマ「法人化のメリット・負担及び税務会計処理等」
講師：税理士 西田尚史

　　　　　　　　テーマ「法人化の際の留意事項とメリットについて」
　　　　　　　講師：日本政策金融公庫熊本支店農林水産事業
　 　 第２日目　令和元年(2019年)8月30日　ホテル熊本テルサ

テーマ「法人化に伴う労務管理及び社会保険制度等」 

講師：社会保険労務士 西原哲朗
　　　第３日目　令和元年(2019年)9月5日　ホテル熊本テルサ

テーマ「法人化に向けた事業計画書の作成等」

講師：中小企業診断士 坂本純夫
　  　　　　　　合　計3日間　 参加者延べ47名
　

イ　冬季講座
第1日目　令和2年(2020年)1月7日　ホテル熊本テルサ

テーマ「法人化のメリット・負担及び税務会計処理等」
講師：税理士 久保寺　恵子
　　　　　テーマ「農業法人化による金融面のメリットと留意点」
　　　　　　　講師：日本政策金融公庫熊本支店農林水産事業

　 　 第２日目　令和2年(2020年)1月8日　ホテル熊本テルサ

テーマ「法人化に伴う労務管理及び社会保険制度等」 

講師：社会保険労務士 津曲　明子
　　　第３日目　令和2年(2020年)1月16日　ホテル熊本テルサ

テーマ「法人化に向けた経営計画書作成等」

講師：中小企業診断士 武田　明子
合　計3日目　 参加者延べ39名
2 農業経営改善支援セミナーの開催（2回開催）

　　[第１回]
　　　期日：令和元年(2019年)8月9日

　　　場所：ANAクラウンプラザホテル熊本　　

参加人員：165名
　　　内容：□講演「さらなる成長に導くための経営継承について」

　　　　　　　講師：熊本県事業承継ネットワーク事務局ブロックコーディネーター　中小企業診断士　武田　明子氏

□説明「くまもと農業経営相談所の活用について」
□情報提供「収入保険制度の概要について」
　　[第２回]

　　　※令和2年2月27日に以下の内容で開催予定であったが、新型コロナウイルスの感染拡大防止のため、一同に集めた開催を中止とし、書面研修に変えて市町村等に資料を配付した。
　（１）「農家の経営継承を円滑に進めるためのポイント」

～女性農業者のための法律の基礎知識～　　　　

講師：弁護士　山長　浩徳氏（くまもと農業経営相談所専門家）
　（２）「農家のための事業承継税制等について」

　　　　　～女性農業者が知って得する税情報～

講師：税理士　渕川　知幸氏（くまもと農業経営相談所専門家）
　
3 個別相談会の開催(5回開催)
ア 熊本・宇城地域　令和元年(2019年) 10月9日　ホテルKKR熊本
　　イ 球磨地域　　　令和元年(2019年)10月30日　あさぎり町ポッポー館
　　ウ 阿蘇地域　　　令和元年(2019年)11月28日　県阿蘇地域振興局
　　エ 鹿本地域　　　令和元年(2019年)12月19日　JA鹿本本所
　　オ 県内全域　　　令和2年(2020年)1月28日　　ホテル熊本テルサ

　　　　　　　　　　　相談件数延べ29人　専門家延べ14人

(6)くまもと農業経営相談所に関する担当者会議等の開催(２回開催)
　[第１回]　担い手支援関係事業担当者会議
　　　期日：令和2年(2019年)4月25日

　　　場所：県立農業大学校　研修交流館
参加人員：176名（県、市町村、関係団体職員等）
　　　内容：①担い手支援関係の動きと施策について
　　　　　　②担い手支援関係事業の概要及び実施手続き、スケジュール
③関連事業や取組について
[第２回]　くまもと農業経営相談所業務連携会議
　　　期日：令和元年(2019年)8月27日

　　　場所：ホテル熊本テルサ　　

参加人員：34名（※くまもと農業経営相談所専門家及び県農業普及・
振興課担当者等）
　　　内容：①くまもと農業経営相談所の今年度の取組み等について
　　　　　　②業務方法等の留意点について
　　　　　 ③支援ノウハウの共有及び支援に関する意見交換
４　地域営農組織等の法人化支援
　農業経営相談所の経営診断・相談を活用して法人化した地域営農組織等に対し、その取り組み実績に応じて補助金を交付した。

法人化支援　１６法人　６，４００，０００円（１法人４０万円交付）

５　認定農業者の認定促進
(1)共同申請推進に係る説明会等の開催

　女性の共同参画推進並びに認定農業者の共同申請を推進していくため、共同申請推進員等の関係職員が各会議や研修会等に出向き制度説明。

延べ３回実施　参加者等延べ３６５名

(2)担い手の組織活動等への支援
   　担い手の連帯感の醸成や農業経営の法人化等への気運の醸成、担い手個々の経営発展のために自主的な組織として活動を展開している「熊本県認定農業者連絡会議」と連携し支援活動を展開した。

① 熊本県認定農業者連絡会議への支援
  　ア．農業経営改善支援セミナー(農業経営相談所との共催　上記3．(6)②と再掲)
　　[第１回]

　　　期日：令和元年(2019年)8月9日

　　　場所：ANAクラウンプラザホテル熊本　　

参加人員：165名

　　　内容：□講演「さらなる成長に導くための経営継承について」

　　　　　　　講師：熊本県事業承継ネットワーク事務局ブロックコーディネーター　中小企業診断士　武田　明子氏

□説明「くまもと農業経営相談所の活用について」
□情報提供「収入保険制度の概要について」
　　[第２回]

　　　※令和2年2月27日に以下の内容で開催予定であったが、新型コロナウイルスの感染拡大防止のため、一同に集めた開催を中止とし、書面研修に変えて市町村等に資料を配付した。
　　○「農家の経営継承を円滑に進めるためのポイント」

～女性農業者のための法律の基礎知識～　　　　

講師：弁護士　山長　浩徳氏（くまもと農業経営相談所専門家）
　　○「農家のための事業承継税制等について」

　　　　　～女性農業者が知って得する税情報～

講師：税理士　渕川　知幸氏（くまもと農業経営相談所専門家）
イ.県認定農業者連絡会議女性部現地研修会
期日：令和元年(2019年)9月17日

　　　　場所：福岡県大川市他
　　　　参加人員：６７名

　　　（１）「まるたかプロファーム　代表　田中高徳」（福岡県大川市）
福岡県認定農業者組織連絡協議会会長、大川市認定農業者連絡協議会会長

　　　　（２）「山田稔子」(福岡県柳川市)

　　　　   福岡県認定農業者組織連絡協議会副会長・女性部長、柳川市認定農業者
連絡協議会特任理事

　ウ.担い手支援制度に係る全国関係機関等との勉強会
(第22回全国農業担い手サミットｉｎしずおか参加時)

期日：令和元年(2019年)12月4日

場所：東京都「東海大学校友会館」
参加数：９０名
内容：
（１）担い手支援制度について（農林水産省経営局経営政策課）
（２）日米貿易協定等農林水産物の関税を巡る情勢について
　　　（一般社団法人全国農業会議所　農政・担い手対策部）
　　　　 　　　　
(3)農家経営安定支援指導事業の実施
    構成団体であるＪＡ熊本中央会・連合会（農政・営農支援センター）へ事業を委託して、モデル農家の経営診断等による農業経営コンサル活動を実施した。
６　収入保険制度導入対策の実施

　新たな収入保険制度の導入に伴い、同制度の要件となっている青色申告制度の普及啓発と併せて、同制度への加入推進を図るための啓発普及推進研修会を県下4カ所で開催した。
（１）啓発普及活動の実施

　①啓発普及チラシ作成　150,000部

　②配布先　県内１４ＪＡ等を通じて配付・啓発活動を行った。

（２）研修会の開催

　①開催地域

熊本・宇城　10月9日　 熊本市（ホテルKKR熊本）　31名
球磨　10月30日 あさぎり町（商工コミュニティーセンター）　7名

阿蘇　11月28日 阿蘇市（阿蘇地域振興局）　25名

鹿本  12月19日 山鹿市（JA鹿本本所）23名
　②内容

　　ア 簿記記帳及び青色申告制度について

　　　 講師：税理士 渕川知幸 氏
　　　　　　　（熊本・宇城地域のみ久保寺恵子税理士が対応）
　　イ 新たな「収入保険制度」の概要について

　　　 説明：県農業共済組合 収入保険制度対策室
　　ウ 個別相談　延べ18件の相談対応
７　地域営農組織団体活動支援の実施
構成団体であるＪＡ熊本中央会・連合会(農政・営農支援センター)へ事業を委託して、「熊本県地域営農法人協議会」が実施する法人化推進セミナー、組織活動研究会、「各地域営農組織連絡協議会」が実施するリーダーやオペレーター研修及び法人化推進のための個別相談会等の開催を支援した。
８　調査活動等の実施
担い手の育成・確保に資するため、地域農業の振興や活性化に寄与した優良担い手の優良事例を調査し表彰事業を実施した。
　□ 全国表彰への推薦
   (1)経営改善部門
農業生産法人　株式会社平井農園（益城町)
　　 表彰区分：農林水産省経営局長賞
　
９　委託事業実績
(1)熊本県農業会議委託事業
① 目的
本県の農業・農村は、農産物価格の低迷、農業従事者の減少、高齢化の進行、耕作放棄地の増加等により、農業生産・経営活動及び集落機能の急速な停滞・低下が懸念される事態となっている。
　このような中、食料・農業・農村基本計画の下、意欲と能力のある担い手に各種施策を集中化・重点化を実施し、担い手の確保・育成が求められている。
　また、本県における担い手対策の推進については、行政と農業団体等からなる「熊本県担い手育成総合支援協議会」を平成１７年４月に組織し、施策の重点化・集中化を進めている。

　このような中、平成30年(2018年)5月より「くまもと農業経営相談所」を開設し、認定農業者等が抱える経営課題解決に総合的に対応できるワンストップ窓口としての役割を担っている。

　このため、本協議会の主たる事務局である熊本県農業会議内に、ワンストップ窓口に対応するコーディネーター及び専任職員、共同申請推進員を配置し、県協議会の円滑な業務運営等に資することを目的に実施した。
② 実績内容
ア　専門家コーディネーターの設置   
	氏　名
	活動の内容
	活動日数
	資格、専門分野、前職等

	井上　照教
	経営診断、経営指導等
	４２日
	中小企業診断士


イ　コーディネーターの設置   
	氏　名
	活動の内容
	活動日数
	資格、専門分野、前職等

	奥田　剛士
	相談所運営全般
	２２７日
	元県職員


　　ウ事務局職員(共同申請推進員含)

	　　氏　名
	所属・職名

	出田　浩信

松永　真一

上野　啓子
塩田　由美子
	首席審議役兼農政・担い手対策課長

主任主事（共同申請推進員）

相談員
相談員


	活動の内容
	活動日数

	・県協議会事業の企画・立案

（くまもと農業経営相談所業務含む）

・担い手組織活動支援業務

・FBの運営管理業務

・協議会会計事務処理等

・女性農業者の共同申請の推進
	 延べ　３５６日



(2)熊本県農業協同組合中央会委託事業

1 経営改善・能力向上支援活動のためのコンサルタント業務　

ア 目的
本県農業の持続的発展のためには、農家経営の安定的発展による担い手の確保が必要であり、このための農家自らの経営管理能力向上を図ることと併せて、ＪＡ及び関係機関による農家経営指導体制の強化が重要である。
　　 このため、認定農業者等を対象とした農業・農家経営診断の実施支援及び、中央会経営コンサルタント等による「農家経営コンサル」の実施や「農家経営支援システム」を活用した経営診断指導等、ＪＡの農家経営指導に関する支援を実施した。
イ 内容
　ａ コンサルタントの設置費
	氏　名
	所属・職名
	年間活動日数

	鳥 居 民 雄
	ＪＡ熊本中央会・連合会

農政・営農支援センター
	２１６日


b 担い手経営診断・指導事業費
	実施ＪＡ
	実施期間
	出席人員
	指導件数
	備考

	ＪＡ熊本市
	平成３１(2019)年４月～令和２(2020)年３月
	延べ５名
	３戸
	

	ＪＡたまな
	〃
	延べ４５名
	３８戸
	

	ＪＡ鹿本
	〃
	延べ２５名
	２０戸
	

	ＪＡ菊池
	〃
	延べ３名
	１戸
	

	ＪＡ阿蘇
	〃
	延べ５名
	４戸
	

	ＪＡかみましき
	〃
	延べ５名
	３戸
	

	ＪＡ熊本うき
	〃
	延べ２５名
	１８戸
	

	ＪＡやつしろ
	〃
	延べ２０名
	１３戸
	

	ＪＡあしきた
	〃
	延べ４０名
	３５戸
	

	ＪＡくま
	〃
	延べ４５名
	４０戸
	

	ＪＡあまくさ
	〃
	延べ８０名
	７０戸
	


　　　延べ出席人員２９８名、延べ指導件数２４５戸   

C 成果
	本県農業を取り巻く環境が厳しい中で、設備投資や運転資金の確保、また、経営再建のための負債整理など、農家の経営を的確に判断し、経営指導を行うことが一層重要となっている。このため、地域の現状に応じた診断農家を選定し、農家経営診断分析を実施することで、より的確な個別の経営助言・改善指導を行った。


2 農業所得アップへの取組み推進と営農指導体制の確立
ア 目的
ＪＡと県農業普及・振興課等が連携して農家の所得向上や技術の高位平準化等取組む優良な生産部会活動等を支援し、優良事例の紹介や普及活動を通じ、効率・効果的な個別営農指導手法の確立や波及及び産地の活性化を図った。
また、「農家経営支援システム」を活用した農家経営指導を効率的に実施するための営農指導体制の確立に向けた推進・指導を実施した。
イ 内容
　ａ農業所得アップへの取組み推進及び助言活動
	時期
	事項
	出席人員
	主な内容

	平成３１(2019)年４月～令和２(2020)年３月

	現地推進指導

	延べ200名

	県内ＪＡ生産部会員を対象に生産技術分析を実施する。

目標戸数：7,000戸
実績戸数：5,978戸


b 営農指導体制の確立
	時期
	事項
	出席人員
	備考

	令和元(2019)年8月29日
令和元(2019)年11月26日
令和元(2019)年1月24日

	農業税務指導担当者研修会


	ＪＡ・連合会職員等

延べ194名


	農業税務研修等



	平成３１(2019)年４月～令和２(2020)年３月


	農家経営管理支援調査・研究


	中央会

延べ８名


	農家経営管理支援全国会議・研修会等



	令和元年12月3日


	農家経営総合診断士フォローアップ研修会
	農家経営総合診断士等16名


	診断能力向上研修



	平成３１(2019)年４月～令和２(2020)年３月
	その他指導
	ＪＡ等
	営農指導員資格養成研修会の開催、推進資料配布、現地指導等

	令和元(2019)年8月29日
令和元(2019)年11月26日
令和元(2019)年1月24日

	農業税務指導担当者研修会


	ＪＡ・連合会職員等

延べ194名


	農業税務研修等




  C 成果                                             　
	　本県農業を取り巻く環境が厳しい中で、個別の担い手の経営安定化を目指すには、農家経営改善を図るためのＪＡ指導体制整備が必要不可欠である。
　このため、収入の安定確保を図るための個別生産技術指導手法等の確立と営農指導体制の検討を通して現場に指導体制を構築させ、適正な指導手法により農業所得の向上強いては産地力の向上を図った。
　また、担当者研修会や全国事例等研究を通して、ＪＡ担当者の経営改善能力向上を図った。


※ 熊本県農業協同組合中央会(農政・営農支援センター）実施分
１．地域営農組織ステップアップ支援事業の実施
(1)事業実施目的

	　農地集積の受け手となる地域営農組織の設立を推進するため、集落の構成員を引っ張るリーダーシップ、合意形成力及び経営者としての資質を備えた集落リーダーを育成し、組織化を推進した。

　また、法人化を志向する地域営農組織を対象に設立事務手続きや経営計画作成の支援を行い、法人化を推進するとともに法人設立後の運営・経営支援を行い経営の安定化を図った。


（2）ゼミ講座等の開催

　①リーダー研修

	実施時期
	内　　容
	場　所
	対象者及び人数

	令和元年7月

30・31日
	○本県農業担い手の現状

○地域営農・法人化の意義

○事例発表

・農事組合法人　高月
	（県北）

ユウベルホテル

（県央・県南・天草）

火の君文化センター
	地区リーダー

県北　　88名

県央他　44名

	令和元年8月

29・30日
	○地域ビジョンづくり

○事例発表

・柳谷町内会
	（県北）

火の国ハイツ

（県央・県南・天草）

ウイング松橋
	地区リーダー

県北　　52名

県央他　29名

	令和元年9月

26・27日
	○体制づくり

○事例発表

・灰塚　農事組合法人　

・農事組合法人アグリ三新
	（県北）

火の国ハイツ

（県央・県南・天草）

火の君文化センター
	地区リーダー

県北　　41名

県央他　29名

	令和元年10月

28・29日
	○戦略づくり

○事例発表

　・樋桶の郷
	（県北）

火の国ハイツ

（県央・県南・天草）

火の君文化センター
	地区リーダー

県北　　43名

県央他　36名


　②関係機関職員研修

	実施時期
	内　　容
	場　所
	対象者及び人数

	令和元年

7月26日
	○関係機関の役割

○地域営農・法人化の意義

○地域ビジョンづくり
	JA教育センター
	市町村・JA・農業委員会・地域振興局・農業公社等　81名

	令和元年
8月26日
	○戦略づくり

○関連事項（税務）
	火の国ハイツ
	同上

80名


（３）組織化・法人化コーディネーター設置

	コーディネーター氏名
	専門分野・資格等
	設置期間

	江藤　公生
	地域営農法人化
	2019年4月～2020年3月


（４）組織化・法人化コーディネーターの活動

	実施時期
	活動項目
	内容
	対象者

	令和元年

5～10月
	ゼミ講座の企画
	セミナーの計画、実施
	・地域リーダー

・関係機関職員

	令和元年
4月9.15.17.

18.26日

5月8.9.14.

　21.28.29日

7月2日

8月2日

11月15日
	豊田地区法人設立支援

火の君とよだ設立後支援
	・利用権設定意向の確認

・収支見込、事業内容、設備投資検討

・機構、役割分担

・集落説明会資料検討

・集落説明会

・定款、目論見書検討

・設立総会までの取組事項確認

・総会議案検討、総会役割分担

・設立総会

・税理士との打合せ

・事務処理状況確認

・運営状況確認
	豊田地区発起人会

10集落

豊田地区発起人会

役員

事務職員

代表理事、事務職員



	4月11日

6月28日

7月17.31日

8月21日

9月4.18日

10月4.16日

10月11.22日

11月1日

　
6.21日

12月2日

　　12日

　　11日

　　18日

　　26日

1月14日
　　29日
2月12.18.26日
3月3日

　　10日

　　23日

　　30日
	大井地区法人設立支援
	・法人化の動機づけ

・法人化の意義説明、検討委員会設立

・検討委員選任、交付金概要

・法人内容検討

・作目、作付面積、機械導入、作業体制の方針検討

・研修会打合せ

・研修会

　検討委員会活動状況報告、講演（庄の夢、芹川理事）

・法人内容検討

・説明会資料案検討

・経営計画検討会

（本郷中小企業診断士対応）

・説明会資料案検討

・全体説明会

・今後のスケヂュール

・スケヂュール、発起人の選任

・発起人会設置、設立総会

・定款、目論見書、役員検討、総会運営

・設立総会

・利用権設定手続他

・会計打合せ
	営農改善組合役員会

法人化検討委員会

同役員

営農改善組合構成員

法人化検討委員会

同役員

法人化検討委員会

営農改善組合構成員
法人化検討委員会

同役員
法人化検討委員会

発起人会

アグリ郷おおい理事会

〃会計担当理事他

	6月7日
	地域協議会支援
	・総会出席、情報提供
	阿蘇地域集落営農連絡会

	9月10日
	扇崎・大野下地区法人設立支援
	・集落営農法人化のステップ
	扇崎・大野下営農改善組合

	8月28日

10月4日


	地区協議会支援
	・講師コーディネイト

（楠本耕雅弘氏）

・講師対応

　（集落営農、法人化の必要性）
	長洲町担い手育成支援協議会

	11月8日


	地区協議会支援
	・講師コーディネイト

（灰塚　池田理事）
	長洲町担い手育成支援協議会

	12月17日
	地区協議会支援
	・講師対応

　（法人化の基礎）

・講師コーディネイト

（灰塚　池田理事）
	山鹿校区農業振興協議会

	12月19日
	法人設立後支援
	・経営相談対応
	(農)あまくさ夢有ランド鏡組合長

	7月16日

8月25日
	スペシャリスト派遣
	（税理士久保寺恵子氏）

・消費税軽減税率導入における課題と影響について

（税理士久保寺恵子氏）

・法人税務、構成員の税務申告記帳について
	菊池地域営農組織連絡会

農事組合法人よなだ


（４）－１地域営農組織アドバイザ－一覧

	
	氏　　名
	備　考(所属組織、経験等)

	１
	大津　隆満
	(株)アグリともあい（H14年3月設立）

	２
	中川　有朋
	(農)秋津営農組合（H25年10月設立）

	３
	浦谷　幸司
	(農)伊倉（H28年9月設立）

	４
	冨田　忠男
	(農)アグリつぶくろ（H21年1月設立）

	５
	池田　恭成
	(有)あぐり弘生（H19年設立）

	６
	齊藤　洋征
	(株)ネットワーク大津（H25年9月設立）

	７
	吉良　登美雄
	(株)もやいネット真城（H27年8月設立）

	８
	本田　吉信
	(農)黒流（H27年12月設立）

	９
	工藤　健一
	(農)かしま広域農場（H27年11月設立）

	10
	平田　正則
	(農)宇土割営農生産組合（H16年12月設立）

	11
	大澤　洋一
	(農)熊本すぎかみ農場（H26年11月設立）

	12
	田代　洋一
	(農)走潟（H27年11月設立）

	13
	白石　節夫
	(株)アグリ日奈久（H21年1月設立）

	14
	吉井　和久
	(株)まるごと農場（H26年2月設立）

	15
	深水　吉人
	(農)多良木のびる（H21年2月設立）

	16
	吉田　勉
	(農)天草営農組合（H24年1月設立）

	17
	山崎　三代喜
	(農)宮地岳営農組合（H18年4月設立）

	18
	鬼塚　猛清
	(農)楠浦営農組合（H21年1月設立）

	19
	平野　昭弘
	(農)一町田下（H27年12月設立）

	20
	鏡　　幸一
	(農)あまくさ夢有らんど（H27年11月設立）


（４）－２　地域営農組織アドバイザー助言・指導実績等

	時　期
	対　　象
	内　　　　　容

	7月31日

11月13日


	玉名地域集落営農組織連絡会議

北鹿野地区事業推進員会

	（冨田アドバイザー）
協議会研修

・合意形成、組織概要、活動内容

（平田アドバイザー）
地区座談会

・法人化のメリット・デメリットについて
立ち上げに至った合意形成の手法


（５）地域営農組織団体活動の推進業務
ア 目的
農業の担い手が減少する中で、集落営農組織の果たすべき役割は、低コスト化、生産性の向上、労力の補完、農地の保全、地域文化の継承などがあり、ますます重要なものとなっている。
これらの組織の健全な経営と地域農業の持続的発展を図るため、県地域営農法人協議会及び地域連絡協議会の活動を通して、組織リーダーの育成や経営力の強化を図った。

イ　内容
a　熊本県地域営農法人協議会活動

	実施年月日
	活動内容
	参加組織数

	令和元年5月15日
	監事監査
	2名

	令和元年5月15日
	役員・事務局合同会議
	28名

	令和元年6月17日
	令和元年度通常総会及び研修会（消費税の軽減税率制度について　西田税理士）
	100名

	令和元年8月7日
	令和元年度地域営農法人連携会議

「法人間連携による事業拡大を図るために、優良事例等の研修と併せ雇用に関する研修を実施」
・実践報告

農事組合法人　奧阿蘇くさかべ

・講演
　　社会保険労務士　西原哲朗氏

「これから人を雇う時のポイント」

	162名

	令和元年9月27日
	協議会役員と中央会、経済連常勤役員との意見交換会
	28名

	令和元年11月12日
	令和元年度税務・労務管理研修会
「役員・会計担当者を対象に研修会を開催」
・講演　税理士　中村哲也氏

「消費税軽減税率制度及びインボイス制度への対応について」

	162名

	令和元年12月4日
	役員・事務局合同会議
	29名

	令和2年2月13日
	地域営農組織・法人リーダー研修会
「県内地域営農法人の実践報告や県外の先進事例研修を実施」
・農事組合法人久米の基礎づくり

（事務局長　牧野良成氏）

・農事組合法人鶴喰なの花村のとりくみ

（理事　早川　博秋氏）

・「農事組合法人うもれ木の郷の挑戦」

（代表理事田中敏雄氏）


	388名


　法人化実績
	平成３０年度末数
（２０１８年度末数）
	年間増加実績
	令和元年度実績
（２０１９年度末数）

	９５
	１３
	１０８


b 地域連絡協議会

	組織名
	活動回数
	参加人数(延べ）

	ＪＡ熊本市営農組織協議会
	　３
	８０

	玉名地域集落営農組織連絡会議
	４
	１１３

	山鹿・植木地域集落営農組織連絡会
	６
	５９

	菊池地域集落営農組織連絡会
	１５
	４６８

	阿蘇地域集落営農組織連絡会
	５
	１１０

	上益城地域営農法人連絡会
	５
	９２

	宇城地域集落営農組織連絡協議会
	４
	６９

	八代地域営農法人連絡会
	１６
	２０２

	ＪＡあしきた営農組織連絡協議会
	４
	４３

	球磨地域集落営農組織連絡協議会
	７
	９７

	天草地域営農組織連絡協議会
	４
	１１２

	計
	７３
	１，４４５


※ 県農地・担い手支援課実施分
１．農地集積加速化事業（農地集積等交付金）の実施
(1)事業内容
　 農家の高齢化・減少等により、農地の遊休化が懸念される中、コスト削減による稼げる農業を確立するため、担い手（認定農業者や地域営農組織等）への農地の面的集積への取組みを実施した。
　具体的には、県・市町村が指定した農地集積の重点地区等（重点地区・集積促進地区・樹園地地区、６４地区）を対象に、地区内農地の所有者や利用者等による話合い活動、担い手への農地集積計画の策定及び同計画に基づく農地の権利移動等の支援を行い、その成果に応じた交付金を交付した。
(2)市町村協議会への交付実績
　ア　集落活動等支援交付金　２４地区 　 ７，１８０，０００円
　イ　合意形成交付金　　　　２２地区　３５，８６５，０００円
　ウ　農地集積交付金　　　　２１地区　４５，８４０，０００円
　エ　交付事務費　　　　のべ６７地区　　　　　５６，３３０円
　　 合計　　　　　　　　　　　８８，９４１，３３０円
２．耕作放棄地再生利用緊急対策交付金の完了報告等
（1）耕作放棄地再生利用緊急対策として、平成２１年度に耕作放棄地の再生利用活動等に対して支援することを目的に、市町村協議会の需要に応じた取崩型の基金を各都道府県協議会に設置。

（2）当初の設置期間は平成２１年度から平成２５年度までであったが、基金の終了予定年度であった平成２５年度に「農地中間管理事業の推進に関する法律」（平成２５年１２月１３日法律第１０１号）が成立したことから、平成２６年度以降の農地中間管理機構の取組と相まって耕作放棄地の再生利用を一層促進するため実施期間（基金設置期間）を平成３０年度まで延長することとなった。
（3）熊本県は基金が枯渇することなく事業を実施し、平成３０年度をもって事業を終了した。

（4）令和元年度は、国へ基金の完了報告と基金残高６，９１６，９６４円の返納手続きを行った。
　・完了報告：令和元年５月２０日付け熊担い手協第２９号「平成３０年度耕作放棄地再生利用緊急対策交付金に係る基金完了報告書」
　・基金返納：令和２年２月７日付け元九振第１１９８号－１「耕作放棄地再生利用緊急対策交付金の基金完了に伴う残額の返納について」
